
新

教室の教育用パソコン

規

の貸借及び通信環

境の

完

整備修繕等 境の整備修

了

繕等

事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　実績

平成31年度　実績 令和 2年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　２年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山下　智史

全体計画 経費区分 － 内線 3614

事務事業名 4264 小学校情報教育事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 02010700 特色ある魅力的な学校づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100202 教育費・小学校費・教育振興費
科目

事業 020000 小学校情報教育事業

事業目的 事業概要・効果 

パソコン教室等の整備により、基本的な情報機器の操 小学校の教職員に貸与する校務用パソコンや授業で使

作や調べもの学習での活用、情報化社会でのモラル教 用するパソコン教室の教育用パソコンの貸借を行う。

育等今後必要となる知識を学習できる。  

【複合機導入について部長査定】

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成

内

27年度　実績 平成2

部

8年度　実績

学校の教

評

職員に貸与する校務用

価

パソコンや授業で使用

【

学校の教職員に貸与す

二

る校務用パソコンや授

次

業で使用

するパソコン

】

教室の教育用パソコン

1

の貸借及び通信環 する

頁

パソコン教室の教育用

令

パソコンの貸借及び通

和

信環

境の整備修繕等 境

　

の整備修繕等

平成29

２

年度　実績 平成30年

年

度　実績

学校の教職員

度

に貸与する校務用パソ

　

コンや授業で使用 学校

行

の教職員に貸与する校

政

務用パソコンや授業で

評

使用

するパソコン教室

価

の教育用パソコンの貸

事

借及び通信環 するパソ

業

コン教室の教育用パソ

別

コンの貸借及び通信環

シ

境の整備修繕等 境の整

ー

備修繕等

平成31年度

ト

　実績 令和 2年度　

実

予定

学校の教職員に貸

計

与する校務用パソコン

対

や授業で使用 学校の教

象

職員に貸与する校務用

評

パソコンや授業で使用

価

するパソコン教室の教

対

育用パソコンの貸借及

象

び通信環 するパソコン
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正規職員 0.3 0.3
人員数

嘱託職員 0.0 0.5
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 2,179.5 2,179.5

人　員 嘱託職員 0.0 1,414.5

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 2,179.5 3,594.0

市民一人当たりの経費 0.8 1.3

総額 42,123.5 67,658.0

（単位：千円）

平成31年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費 0

消耗品費、修繕料
11節 需用費 1,093

校務用パソコン入れ替え、保守点検
13節 委託費 5,249

15節 工事請負費 0

19節 負担金補助及

内

び交付金 0

機器賃借料

部

、受信料
その他 33,

評

602

価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成31年度 令和 2年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成31年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成31年度 令和 2年度

決　　　算 予　　　算

事業費 39,944 64,064

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 31,000

一般財源 39,944 33,0



委

方法はあるか

効 率 

託

性 ・効率性向上に努め

費

ているか 変わらない

・

1

使用料などの受益者負

4

担や補助対象事業の範

節

囲など、財源確保の余

 

地はないか

教育用パソ

工

コンや校務用パソコン

事

の整備を図り、公務や

請

授業等において有効活

負

用している。

評   

費

価

コメント

振り返り（

1

決算年度の取組み課題

8

）

今年度、教育用パソ

節

コンのリース期間の満

 

了に合わせて、先行し

負

て、小学校６校（須坂

担

、小山、森上、日滝、

金

豊洲、井上

）のパソコ

補

ン教室用にタブレット

助

パソコンを35台ずつ

及

導入したほか、校内通

び

信ネットワークを無線

交

ラン化した。

また、残

付

りの小学校５校につい

金

ても、国の令和元年度

そ

補正予算のうち、公立

の

学校情報通信ネットワ

他

ーク環境施設整備費補

Ｃ

助金を活用し、校内通

Ｈ

信ネットワークの無線

Ｅ

ラン化を行うため、次

Ｃ

年度への繰越事業とし

Ｋ

て予算化した。

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 2

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費、修繕料
10節 

和

需用費 871

事務機器

 

保守点検委託料
12節

2

 委託費 2,759

1

年

4節 工事請負費 0

1

度

8節 負担金補助及び

当

交付金 0

機器賃借料、

初

受信料
その他 60,4

予
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個別評

算

価

項目 評価観点 評価内

　

容

・市民の生命・財産

事

を守るため市が実施す

業

ることが必要不可欠な

費

事業であるか

・行政内

の

部の管理運営上必要な

内

事業であるか

必 要 

訳

性 ・市が主体となり実

主

施すべき事業か 必要不

な

可欠

・法的な根拠や公

節

的関与の妥当性はある

金

か

・目的は結果（施策

額

の目指す理想）に結び

内

ついているか

情報教育

容

の振興のために必要不

7

可欠。

評   価

コメ

節

ント

・事業の成果は上

 

がっているか

・目標に

 

対する達成度は十分か

報

有 効 性 ・市民生活

償

上の課題解決に貢献し

費

ているか 大変有効

・行

1

政内部の管理上の課題

0

解決に貢献しているか

節

・事業の目的が達成で

 

きるような事業内容に

需

なっているか

教育用パ

用

ソコンや校務用パソコ

費

ンの整備を図り、情報

1

教育をより一層推進し

2

ている。

評   価

コ

節

メント

・成果を落とさ

 

ずにコストを削減する



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

教育用パソコンや校務用パソコンの整備を図り、情報 国のＧＩＧＡスクール構想に対応し、教育

内

用情報端末

教育の推進

部

を図ることができた。

評

の整備を進める必要が

価

ある。

外部評価

次年度

【

以降の方向性

外部評価

二

コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


